第Ⅲ章　社会教育行政への提案
[image: image1.bmp]本章では、第Ⅱ章までの考察
　をもとに、府内で実際に行われ
　ている事例を踏まえ、活動がう
まく進むためのコツ・ヒントを
分析・整理したうえで、社会教
育行政への提案を行う。さらに、
行政関係者はもとより地域で活
動している人、あるいはこれか
ら活動してみようと思う人にも
参考となれば幸いである。
１　地域での活動を活性化するための具体的方策
〈 地域活動 〉
　　　人と人とのつながりをつくるには、継続した広がりのある活動を展開することが求められる。そのためには、場、人、活動の実施・展開の工夫、情報が必要であり、社会教育の特長である自主学習、相互学習の支援や関係機関のコーディネートなどをきめ細かく行うことが効果的である。
ⅰ　活動拠点をつくる

　　 ①　既存の場を活用した新たな拠点づくり
　　　　　 気軽に人が集まれるよう、学校、集会所、商店街の空き店舗など、身近で活用が可能と思われる場を探して働きかける。
　　

ⅱ　活動を推進する人材を育成する

　　 ①　既存人材の活用
　　　　　 既に地域で何らかの活動に携わっている人の情報を集め、教育コミュニティづくりの活動にも参画してもらうよう働きかけ、楽しさ等を実感してもらう。
　　
 　　②　新たな人材の育成
　　　　　 広く声かけを行うなど、活動にかかわるきっかけをつくる。まず参加してもらうことからはじめ、自ら体験していく中で推進役としての意識を高めてもらう。
　
ⅲ　課題を共有し、活動の実施・展開へつなげる
①　課題の共有

 　　　　　多くの関係団体・機関が集まる場で、日ごろから気になっていること、課題と感じていることなど、小さな話題も含めて出しあう機会を設定する。
②　推進組織の設置・充実
　　 　　　従来の組織の形にこだわらず、柔軟な発想でそれぞれの目的に応じて活動を推進しやすい組織を設置したり、既存の組織を充実させる。
③　専門機関等との協働

　　　　　　地域には様々な得意分野を持った専門機関等がある。それぞれの得意分野を知り、双方にメリットが感じられる活動にする。
　
　　④　学校との連携

　　　　　学校・地域それぞれが、できること、してほしいことを明確にすることからはじめる。


⑤　参加しやすい環境づくり

　　　　　日時・場所・プログラム内容・対象など、多様な人が参加できるよう工夫する。
⑥　資金面での工夫
　　　　　自分たちで活動資金を確保できるよう、会費制度を導入したり、収益事業を実施する。

　　⑦　活動をつなげるための工夫
　　　　　活動者どうしが思いを共有したり、助けあうことでさらに活動の発展へつなげていく。
　ⅳ　きめ細かな情報収集・発信を行う
　　①　情報収集
　　　　　何げないつぶやきなど、できるだけ身近な情報をたくさん集める。そして集めた情報はすぐに整理・対応する。
　　②　様々な媒体を活用した情報発信

          チラシ、広報誌等紙媒体はできるだけ多くの家庭へ届くよう、可能な限り全戸配付する。また、回覧板、掲示板、ホームページ等を活用し、こまめに情報を発信する。
〈 家庭教育支援 〉
　　　家庭教育支援の取組みは全ての家庭（保護者）が対象となるが、その状況は多様であるため、画一的な方策では対応しきれない。そこで、対象を大まかに３つにわけて、効果的な方策を提示する。
　ⅰ　積極的に学習・交流の場に参加している保護者
もともと活動に参画していたり、関心のある人が多いので、家庭教育支援の取組みの推進役となるよう意識してもらう。
①　専門職員の配置
専門職としてのネットワークを活かして活動の中心となる人材を発掘し、専門的な助言を行いながら、徐々に活動の推進役となってもらう。
　　②　研修内容の精査
個々のスキルアップとともに、多様な保護者の状況に対応できるよう、様々な課題（人権、子育て等）についても学べる工夫をする。
③　活動の場の提供

　　　　　講座での講師を依頼するなど活動できる場を提供することで、次の活動へつなげる。

　ⅱ　条件があわない、あるいはきっかけがなくて学習・交流の場に参加しにくい保護者
時間的・物理的条件を多様にするなど、保護者の状況に応じてできるだけ参加しやすい設定にする。
　　①　参加しやすい環境づくり
実施場所を学校・公民館など身近なところに設定したり、日時を工夫する。
学習・交流の場へ参加するためのきっかけとして、身近な人に声をかけてもらう。
②　幅広い情報提供

　　　　　各家庭へ直接チラシを配るなど、できるだけ多くの人に情報が届くようにする。

　ⅲ　学習・交流の場に参加できない・しにくい保護者
　　　自ら参加することがしんどい状況にあるので、できるだけ周囲からアプローチする。
①　アウトリーチ(*3)型のアプローチ
来るのを待つのではなく、まずは話ができる関係づくりからはじめるため、家庭訪問を行うなど個別に働きかける。
②　身近な人の継続的なかかわり
身近な地域の人にかかわってもらうなど、その保護者を見守り、受け入れる体制・雰囲気をつくる。
③　情報交換・共有の場の設定
様々な行政部局・関係機関が集まる場を設定する。そこで、各々が持っている情報を出しあうことで課題を共有し、その情報をもとに対応策を考えたり必要な機関へつなぐ。
(*3)　アウトリーチ
もともとは、社会福祉事業などにおいて、医療・福祉関係者が直接出向き、心理的なケアとともに必要とされる支援に取り組むことだが、ここでは、地域で開かれている交流･学習機会に、様々な事情により参加しなかった、あるいはできなかった人々などのもとに直接出向き、参加を促すような取組みのこと。
２　府・市町村社会教育行政に対しての提案
　　　地域の教育力の向上に向けた取組みは日常的・継続的に行われることが大切であり、住民が主役となって推進することが望ましい。行政による初期支援等は必要だが、徐々に住民が自ら活動を展開していくことを見据えた支援を行うべきである。
望ましい活動ができるだけ早く進められることを期待するあまり、住民を「お客さん」的に捉えた提案では根本的な解決にはつながらない。
障がいや疾病、経済的理由等により、本人の意思にかかわりなく活動に参加することが困難であるなど、多様な住民の状況については当然配慮しつつ、最終的には住民の自主・自立を展望した施策を展開することが求められている。
その際、第Ⅱ章でも述べたように、住民のニーズは多様化しており、地域の課題も輻輳していることから、教育委員会だけでの対応では限界がある。まずは、行政自身が垣根を取り払い、横のつながりを最大限に活かして一体となり、効果的・効率的な施策を展開すべきであることは言うまでもない。

さらに、住民が暮らしやすく、子育てしやすい環境を、様々な立場から総合的につくっていくことが必要である。とりわけ、社会教育行政はそのつなぎ役として、学校教育、福祉部局等首長部局との連携はもとより、企業・ＮＰＯ等民間の団体、大学等の高等教育機関も含めて、それぞれが持つ強みや専門性を活かした連携・協働を率先して進めることで、より幅広い学習・交流等の機会を提供していくことが重要である。

加えて、住民の主体的な活動を定着させる支援策を実施するためには、最低限の初期財源は必要である。常に情報収集に努め、国の事業等を効果的に活用することや、地域の実情を把握してそれぞれのトップに理解を促し、行動を起こしてもらえるよう働きかけを行うなど、必要な予算確保に向けた戦略的な取組みを進めてもらいたい。
このような基本的な考えに則り、とりわけ住民に最も身近な行政組織である市町村に対する具体的な提案は、次の３点に集約される。
　　ⅰ　人材の発掘・育成

　　　　　各地域で、活動の推進役となる人材を継続的に発掘・育成できるよう、研修や交流会等を実施する。社会教育主事や公民館主事など社会教育の専門職員を、行政だけではなく学校に配置することも有効な方策である。
　　ⅱ　場の提供

　　　　　住民の主体的な活動を推進するためには、何よりも身近な場所に活動の拠点となる場が必要である。所管している施設を積極的に提供するとともに、行政が持っている情報を開示する。
　　ⅲ　情報収集・提供　　
　　　　　情報収集のアンテナを高く・広く持ち、住民の地域活動に関する情報をきめ細かく収集する。広報誌、ホームページ等を活用し、行政内部はもとより、民間団体・大学等に関することや学習・交流機会の提供に関する情報、地域で活用できる事業など、幅広く情報提供する。
最後に、府に対して提案したい。

　　現在、地方分権にかかる議論が盛
　んに行われているが、その中で広域
行政・基礎自治体といった各役割に
ついても様々な意見が出されている。
権限や財源の委譲など複雑な問題も
あり、現時点では不透明な部分が多
く、慎重に見守ることが必要である。
しかし、今後の地域活動を考えたと
き、府が直接働きかけるだけでは住
民主体の活動が進展するとは考えにくい。

また、住民に最も身近な行政組織である市町村は、何より地域の特性や住民のニーズに応じた支援を行うことが重要であり、そのためにはきめ細かな事例収集・分析が必要である。しかしながら多くの市町村は、独自に他市町村等の事例を数多く収集し、それを分析・活用できているとは言いがたい現状がある。
これらを勘案して、府は広域行政の特性を最大限活かし、市町村・地域が主体となって取組みを推進できるよう、間接的な支援を行うことが重要であり、そのような支援が多くの市町村・地域での住民の協働的な活動を引き出すことにつながる。

そのため、府として、地域での活動の活性化に向けた府域全体の環境整備に努め、府民の社会教育に対する意識を喚起する施策に重点的に取り組んでもらいたい。
具体的には、次の３点を提案したい。
ⅰ　ネットワークづくり
　　　　市町村間で気軽に情報交換や相談ができるよう、府内全体の社会教育関係者がつながりを深める働きかけを行う。
ⅱ　活動のきっかけづくり
社会教育関係者はもとより、住民の活動意欲を高めるための効果的なモデル事業等を企画・実施する。
　ⅲ　情報提供
　　　　市町村がそれぞれの実情にあわせた事業展開を図れるよう、府内各地で行われている多様な活動事例を収集し、その活動がうまくいくためのコツやヒントを抽出・整理して効果的に発信する。
事例集の活用（渥美公秀）


　実践事例集を用意しました。事例を役立ててくださる方々が多いことを願います。一方で、事例に関心を持っていただけない方が多いのも現実です。事例に関心を持っていただけない方々が、別途関心を持っておられる事柄は、一見、社会教育とは関係ない事柄かもしれません。しかし、これからの社会教育は、そうした事柄にこそ焦点をあて、従来の社会教育の枠組みにとらわれずに考えるべきだと思います。そうすれば、地域の教育力のさらなる向上につながると期待しています。





２５Ｐ事例Ⅰ-ポイント①　を参照








２５Ｐ事例Ⅰ-ポイント②　・　２８Ｐ事例Ⅳ-ポイント①　を参照








２６Ｐ事例Ⅱ-ポイント① ・ ３０Ｐ事例Ⅵ-ポイント① ・ ３１Ｐ事例Ⅶ-ポイント①　を参照








２７Ｐ事例Ⅲ-ポイント①　を参照








２８Ｐ事例Ⅳ-ポイント② ・ ２９Ｐ事例Ⅴ-ポイント① ・ ３０Ｐ事例Ⅵ-ポイント② ・


３１Ｐ事例Ⅶ-ポイント② ・３３Ｐ事例Ⅸ-ポイント③　を参照








２７Ｐ事例Ⅲ-ポイント② ・ ３６Ｐ事例-Ⅻポイント①　を参照








２６Ｐ事例Ⅱ-ポイント② ・ ２９Ｐ事例Ⅴ-ポイント②　を参照








学校・地域間の連携（小泉尊身）


　　心身ともにすこやかな子どもの育成を図るには、学校だけでは限界があり、学校・家庭・地域の連携が不可欠であると指摘されて久しくなります。とりわけ現在も、地域には「地域につくられた学校の応援団」の観点から、学校の教育諸活動を側面（学習支援・子どもの安全確保・学校環境づくり等）から、多くの学校でご支援いただいています。


今後も学校と地域とのつながりを深めることによって、相互の信頼が強化され、地域みんなで子どもを育てる機運がより盛りあがることを願っています。








学校とのかかわり方～地域の立場から～（伴野多鶴子）


　　私は、学校の役員をしていて、気がつけば地域活動をしていました。（よくある話ですね。）そんな中で、現在も続けていますが、学校へおしゃべりに行きます。自分の立場から地域の様子や思いを届けに行きます。回を重ねるうちに、お互い発見があり、協力体制が生まれてきます。同じ目的を持って汗を流していく中で、若い先生が「地域の人と世間話ができた」と言ってくださった時、学校も地域も協働の大切さを実感しました。学校へおしゃべりに行きましょう！！ただし、学校の応援団心を忘れずに・・・。





２７Ｐ事例Ⅲ-ポイント③ ・ ２９Ｐ事例Ⅴ-ポイント③ ・ ３１Ｐ事例Ⅶ-ポイント③　を参照








２８Ｐ事例Ⅳ-ポイント③　を参照








２５Ｐ事例Ⅰ-ポイント④ ・ ２８Ｐ事例Ⅳ-ポイント④ ・ ３０Ｐ事例Ⅵ-ポイント③ ・


３２Ｐ事例Ⅷ-ポイント③ ・ ３４Ｐ事例Ⅹ-ポイント④ ・ ３５Ｐ事例Ⅺ-ポイント④　を参照








２５Ｐ事例Ⅰ-ポイント③　を参照








２６Ｐ事例Ⅱ-ポイント③　を参照








３５Ｐ事例Ⅺ-ポイント①　を参照








３３Ｐ事例Ⅸ-ポイント②　を参照








３３Ｐ事例Ⅸ-ポイント①　を参照








３２Ｐ事例Ⅷ-ポイント① ・ ３２Ｐ事例Ⅷ-ポイント② ・ ３５Ｐ事例Ⅺ-ポイント② ・


３６Ｐ事例Ⅻ-ポイント②　を参照








３５Ｐ事例Ⅺ-ポイント③ ・ ３６Ｐ事例Ⅻ-ポイント③　を参照








みんなで支えよう（田上時子）


核家族化、少子化などが進み、弟や妹の世話など子育ての予行演習をしないまま、親になるケースが増えています。さらに子どもを取り巻く環境が激変しており、親だけでは子育てできない時代に入っています。


「育児の社会化」という言葉が示すように、保護者を社会全体で支える必要があり、地域での多様な活動を通して親子が見守られることで、リラックスした親は育児をもっと楽しめるに違いないと考えています。





３４Ｐ事例Ⅹ-ポイント①　を参照








３４Ｐ事例Ⅹ-ポイント②　を参照








３４Ｐ事例Ⅹ-ポイント③　を参照








行政の役割（平沢安政）


近年、社会教育にかかわる予算の削減、また社会教育専門職員の減員や位置づけの不明確化など、残念な状況が広がっています。しかし、他方では市民やＮＰＯ（指定管理者を含む）、企業、大学など、地域社会の多様な主体（アクター）が社会教育に関与する場面が増えており、そのような機運を最大限生かすためにも、社会教育行政には指導・助言やコーディネート、および環境醸成や条件整備の役割をさらに強く発揮していただくことを願っています。
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